
 

   

             マイナンバー制度の問題点と 

税理士業務への影響 

 

★マイナンバー制度で「行政の効率化」「国民の利便性の向上」「公平・公正な社会 

を実現」（政府広報）できるのか？ 

★情報漏えいは大丈夫か？ 税理士の負担は？ プライバシーは守られるのか？ 

★マイナンバー制度の概要、法的検証、実務、すでに実施している韓国の状況から、 

問題点と実務対応を考えます。 

シンポジスト 

弁護士 坂本  団 氏 （日弁連情報問題対策委員会委員長） 

税理士 疋田 英司 氏 （税経新人会全国協議会副理事長） 

税理士 奥津 年弘 氏 （東京税経新人会副会長・日本民主法律家協会常任理事） 

 

 東ブロック  TEL03-3292-3111 

◆１１月１４日（土）午後１時より５時まで  

◆中央大学駿河台記念館 ２階 280 号室 

  東京都千代田区神田駿河台 3-11-5 

西ブロック  TEL06-6281-0111 

◆１１月２８日（土）午後１時より５時まで 

◆つるやホール本館 ８階スカイホール 

大阪府大阪市中央区本町 3-3-5 

参加費（会員）1,000 円（会員外）2,000 円 ※資料代含む  

 

主催：税経新人会全国協議会 

〒164-0003 東京都中野区東中野 4-2-10-2F 

電話 （03）6908-8723 

FAX （03）6908-8725 

 

参加申込書 （お手数ですが、下記ＦＡＸにてお申込み下さい） 

ＦＡＸ （０３）６９０８ – ８７２５ 

東ブロック     ←     参加される方を○で囲んでください →     西ブロック  

                  

氏名                 電話番号                   

 

住所                 Ｅ-ｍａｉｌ       ＠         

2015 

税経新人会全国協議会 


